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Ⅰ　問題の所在

　高等学校と大学とを円滑に接続させるにはどう
すればよいのか。高大接続の改善は古くも新しい
課題であり，戦後から現在に至るまでに試行され
た大学入試制度改革において常に問われ続けてき
たテーマである。戦後大学入試改革の底流には，
いわゆる大学入試の三原則（「能力・適性の原則」・

「公正・妥当の原則」・「高校教育尊重の原則」）の各々
について整合性を取りつつ，いかにして各原則を
実現させるかという葛藤が存在していたことは周
知の事実である1。
　戦後の大学入試においては，学力を中心とした
選抜こそが「能力・適性」を測るうえで「公平・
妥当」な方法であると考えられていた2。ここで
戦後大学入試の歴史的変遷について詳述すること
は避けるが，こうした大学入試のあり方が変容を
遂げたのは 1990 年代以降のことであった。それ
は，すでに 1966 年には導入されていた推薦入試
制度が 1990 年代になって利用者を増加させたこ
と（大膳，2005，47 頁）や，1990 年には AO 入試
が慶應義塾大学において導入されたこと，さらに
はその AO 入試が 2000 年以降には国公立大学に
おいても広がっていったことなどに表れている3。
この背景としては，学力という客観的な単一の指
標を用いることよりも，むしろ，生徒の多面的な

「能力・適性」を測るために評価方法の多様化・
評価尺度の多元化を図ることが，「公正・妥当」
な選抜だと捉えられるようになったことが挙げら

れる4。
　そのような近年の大学入試制度改革において，
入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー：
以下，AP）が注目されている。AP 策定の必要性
を政策上初めて指摘したのは，1999 年の中央教
育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続
の改善について」であった。同答申では，文字ど
おり高等学校と大学との接続の改善という観点に
立ち，学力による「選抜」から「大学と学生のよ
りよい相互選択」という大学入試制度の転換を行
ううえで AP の策定が必要であるとされている。
その後も，2000 年の「大学入試の改善について」

（大学審議会），2005 年の「我が国の高等教育の将
来像」（中教審）や 2008 年の「学士課程教育の構
築に向けて」（中教審）などの答申のなかでは，
一貫して AP の重要性が示されている。とりわけ，

「学士課程教育の構築に向けて」においては，AP
の策定・公表が，学位授与の方針（ディプロマ・
ポリシー：以下，DP），教育課程編成・実施の方
針（カリキュラム・ポリシー：以下，CP）とともに，
学士課程教育の改善の具体的方策として位置づけ
られるに至った。
　また，近年では，評価方法の多様化・評価尺度
の多元化という点とは異なる観点から AP 策定の
必要性が語られるようになったことも忘れてはな
らない。少子化に伴う受験生数の減少を背景に，
経営的判断で「受験生獲得の手段」として AO 入
試を採用する大学が増え，その結果，入試が形骸
化し，入学してくる学生の勉学への動機づけ，学
力などが大学関係者によって問題視されるように
なり，AP の策定が急がれる状況にある。
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　翻って，立教大学（以下，本学）においても，
現在，AP 策定作業の過程にある。2009 年 5 月に

「アドミッション・ポリシー検討グループ」が設
置され，10 月以降に各学部において AP の検討に
移り，12 月に各学部の AP 案が提出されたところ
である。しかしながら，AP において具体的な選
抜方針を設定することや，学生の能力を多元的に
測るための尺度を示すことは，多くの困難を伴う
作業である。
　本稿では，本学での AP 策定や今後の AP の在
り方を考えるうえでの示唆を得ることを企図し，
具体的には，①　本学に先んじて策定・公開され
ている他大学の AP は入試の具体的な選抜方針と
なりうる記述内容であるのか，②　学生の能力を
多元的に測るための尺度が示されているのか，と
いう２つの問いへの回答を試みる。

Ⅱ　先行研究の検討

　I で述べた本稿の目的を念頭に置き，AP に関
する先行研究の到達点を確認したい。
　AP に関する先行研究としては，①　AP の策定
状況・内容分析（鴫野・鈴木，2004 ; 大学入試セン
ター研究開発部，2004），②　AP に対する高校生の
認知状況の検討（鴫野・鈴木，2006 ; 望月，2009），
③　AP に対応した入学前・入学後教育の検討（島
田，2007），④　入試政策研究の一環としての AP
に関する政策分析（池田，2004），⑤　実践事例の
報告（沖・田中，2006）などが挙げられる。ここ
では，本稿との関連が強いことから，特に①に関
する先行研究に焦点を当てて検討を行う。
　AP の策定状況・内容分析は，大学入試セン
ターを中心とする研究グループによって主に担わ
れてきた。鴫野・鈴木（2004）は，インターネッ
ト上において AP を示していた国公私立大学 45
大学を対象として，「各大学における教育目標」，

「AP」，「大学が特徴とする教育」の 3 項目につい
てインターネット検索による情報収集を行い，分
類した。こうした基礎的な作業（予備調査）に基
づき，国公私立大学 677 大学に対する全国調査の
結果などをまとめた報告書が大学入試センター研
究開発部（2004）である。同報告書は，「大学に
おける学生の入学受入方策に関する調査」（第Ⅰ

部），「高校調査書に関する調査」（第Ⅱ部），「大
学ユニヴァーサル化時代における入学受け入れ方
策に関する諸相」（第Ⅲ部）の三部構成となって
いる。このうち，主に第Ⅰ部において，設置者別
の AP の策定状況の分析や，「各大学の教育目標」，

「AP」，「入学後の教育面での配慮」の関連が明ら
かにされている。
　これらの研究は，AP の実態把握を試みた先駆
的研究として貴重なものであるが，調査の方法に
由来する限界を指摘できよう。一連の研究は，予
備調査において，インターネット検索によって得
た AP を整理し，記述内容の分類を作成した上で，
全国を対象とした本調査での質問紙の項目とした。
そのため，大学入試センター研究開発部（2004）
においても指摘されているように，予備調査の対
象の AP の記述内容が教育理念，教育目標と大差
のない抽象的なものであったことから，それに基
づいて作成されたその後の調査の質問項目もまた
抽象的であった。また，その後の全国の大学を対
象とした調査は，各大学の実際策定されている
AP の記述内容自体を分析対象としたものではな
く，大学の学長や入学選抜実施担当者を対象に各
大学の AP の内容を尋ねる質問紙調査であった。
これらの点から，先行研究は，実際には各大学が
具体的な AP を策定していたとしても，抽象的な
質問項目に基づいた回答を行うことしかできず，
それゆえ，AP が具体的な選抜方針として機能し
うるものかどうかを検討することが困難であった。
　また，AP が評価尺度の多元性を確保している
のかどうか，といった点も十分な検討ができてい
ない。それは，先述のように実際策定されていた
AP をもとに記述内容の分類を行っているため，
そもそも，どのような評価尺度が構成されていれ
ば評価尺度として多元的であるのか，という問い
が看過されているからである。
　以上のように，先行研究は本稿の問題意識に十
分に応えるものではない。また，先行研究が発表
されてから現在に至るまでに，国立大学の法人化
や認証評価における AP 策定に関する項目の設定，
学士課程教育改革における 3 つのポリシー（DP・
CP・AP）の一環として AP を再度位置づけなおし
た答申「学士課程教育の構築に向けて」の発表な
ど，AP の策定状況に大きな影響を及ぼすとみら
れる様々な社会状況の変化が起こっている。した
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がって，実際に設定されている AP を分析対象
データとして，多元的な評価尺度が構成されてい
るかどうかを検討することが可能な分析枠組みを
用いることにより，改めて現在の AP 策定状況を
検討することはきわめて重要であると言えよう。

Ⅲ　目　　的

　以上の問題意識と先行研究の検討に基づき，本
稿は，日本の各大学の AP を教育評価の枠組みに
基づいて分析を行うことにより，その現状と課題
を明らかにすることを主な目的とし，さらに，立
教大学における AP 策定の過程と項目を検討し，
若干の考察を加える。
　なお，本稿は分析で得られた知見をもとに本学
における AP 策定への示唆を得ることをねらいと
しているため，分析の対象に一定の限定を設ける
ことを予め断わっておく。

Ⅳ　方　　法

　本稿では，私立大学における AP の分析と国立
大学における AP の分析の 2 つの課題を設定する。
具体的な分析の方法については，以下のとおりで
ある。

1　私立大学におけるAPの分析

　まず，私立大学における AP については，本学
が入学者選抜試験において競合すると考えられる
私立大学を中心に分析を行った。具体的には，河
合塾が発行する「2010 年度入試難易予想ランキ
ング（10 月版）」（河合塾／全国進学情報センター，
2009）によって，立教大学の各学部とほぼ同等お
よびそれ以上の偏差値である関東地方の 32 私立
大学と関西地方の「関関同立」と称される 4 私立
大学の計 36 大学である。
　これらの大学の AP について，各大学の web
サイトから大学入学者選抜要項等において AP が
記述されている箇所をデータとして収集し（2009

年 10 月現在），全学・学部別に AP の策定状況を
確認した。さらに AP の記述内容について，ブ
ルームら（1990），梶田（1977，2002，80-82 頁）の

教育評価の枠組みを援用して分析を行った（具体
的な分析方法については後述のとおり）。
　AP の記述形式は，そのほとんどが　①　教育理念

（基本理念）・教育目標，②　教育内容，③　求める
学生像，④　選抜方法という 4 つの構成要素に分
けて記載されていた。そのため，本稿では，これ
らの構成要素のうち　③　求める学生像と，④　選抜
方法の記述内容のうち，③　求める学生像と関連
させて記述されている箇所のみを抽出し，ブルー
ムら（1990），梶田（1977，2002，80-82 頁）の教
育評価の枠組みにより，目標類型と目標領域に分
類した。
　なお，本稿においては，学部段階共通の AP 策
定状況を分析対象とするため，大学院（研究科），
専門職大学院の AP，AO 入試の AP は分析の対象
外とした。

2　国立大学におけるAPの分析

　次に，国立大学における AP についての検討を
行う。大学入試センター研究開発部（2004，214

頁）によれば，設置者別にみると，国立大学は私
立大学に比して，AP 策定率がやや低い（国立
62.1％，私立 72.9％）。しかし，策定レベルでみれ
ば，国立大学においては，大学・学部よりも学科
単位での AP 策定を行う割合が多く（大学 12.2％，
学部 23.7％，学科 49.0％），私立大学の場合は大学
レベルで策定する場合が多い（大学 34.2％，学部
21.6％，学科 23.5％）。この背景には，大学の規模
や学部の編成が私立と国立とでは異なることなど
も理由として挙げられるが，国立大学が私立大学
に比して AP をより具体的に策定している可能性
も考えられる。
　そこで本稿では，第一の課題において分析対象
とはしていない国立大学のなかでも，とりわけ具
体的な AP を定めている事例を取り上げ，分析を
行った。具体的な手順としては，国立大学 87 大
学の AP データを各大学の web サイトから確認
した結果（2009 年 10 月現在），教育理念・教育目
標や求める学生像，具体的な選抜方法などについ
て最も詳細に記述されていた事例として九州大学
を取り上げ，同大学における AP を教育評価の枠
組みに基づいて分析した。
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3　分析の枠組み

3-1　�教育評価の枠組みに基づいて分析する意義
　ここで，AP の記述内容を教育評価の枠組みに
基づいて分析する意義に触れておきたい（図 1 参
照）。
　ブルームらによる「教育目標の分類学（Taxono-

my of Educational Objectives）」（ブルーム・タキソノ
ミー）は，教育目標の設定と評価の視点を理論的
に分類したものである。そして，大学入試は大学
へ入学する時点での受験生の能力を評価するシス
テムであり，教育評価の一形態である。AP は，
そうした教育評価の具体的方針を示すものである
ため，ブルームらの理論枠組みを用いることは，
教育目標・評価という観点から分析枠組みとして
有用と考えられる。この分析によって，現在策
定・公開されている AP が，当該大学（学部，学
科，専攻）の教育理念を達成するために，その前
の受験・入学段階において，どれほど多元的な教
育目標として，且つ，評価可能な具体的指標とし
て，受験生にわかりやすく具体的に表現されてい
るのかを検討することが可能になる。

3−2　AP記述内容の分析方法
　筆者らが確認した各大学の AP は，①　教育理
念・目標，②　教育内容・方法，③　求める学生像，
④　選抜方法，のいずれかの要素もしくは全ての
要素が含まれているが，本稿においては，特に　
③　求める学生像を内容分析の対象とした。
　その理由は　③　が　①，②　と比較した場合，学生
に対して求める資質や能力を具体的に表現するも
のと判断できるためである。つまり，①　教育理
念・教育目標は AP に関連する重要項目ではある
が AP というよりもむしろ大学のミッション・ス

テートメントを，②　教育内容・方法は CP に類
する事項を表現していると考えられる。また，④　
選抜方法は，③　で記述された学生をとるために，
いかなる選抜方法でどのように選抜するのかとい
う内容を表すものである。
　以上から，本稿では，③　求める学生像と　④　選
抜方法の記述内容のうち　③　求める学生像と関連
させて記述されている箇所を内容分析の対象とし，
目標類型と目標領域に分類した。
　梶田（1977, 2002）によれば，教育目標の目標類
型は次の 3 つに分類される。1. 達成目標は「特定
の具体的な知識や能力を完全に身につけることが
要求される」目標，2. 向上目標は「ある方向へ向
かっての向上や深まりが要求される」目標，3. 体
験目標は「学習者側における何らかの変容を直接
的なねらいとするものではなく，特定の体験の生
起自体をねらいとする」目標である。
　これらは「認知的領域」・「情意的領域」・「精神
運動的領域」の 3 つの領域に整理され，各領域は
表 1 のように 5 つないしは 6 つの要素で構成され
ている。①　認知的領域は，知識と，知識より高
次の知的能力や技能に関する目標を扱う。②　情
意的領域は，ある一定の態度・価値観がどのよう
に内面化していくかに関する目標を扱う。③　精
神運動的領域は，精神と筋肉とを連関させて達成
する技能の獲得に関わる目標を扱うとされている。
　以上を踏まえて分類した例を次に示す。なお，
分類は筆者の 2 名が各自分類し，その結果を照ら
し合わせ，分類箇所が一致しない項目に関しては，
協議により決定した。

3−3　AP記述内容の分析手順
　本稿では，AP の内容分析を以下の手順で行っ
た。
　1）　文章の読点までを 1 つのまとまりとして 1

図 1　分析の枠組みについて

ブルーム・タキソノミー

大学入試

AP（入学者受入れ方針）

教育目標・評価の視点を
分類する枠組み

大学入試（教育評価）の
具体的方針

受験生の能力を評価する
システム
→教育評価の一形態

表 1　教育目標のタキソノミーの全体的構成

6.0 評価
5.0 総合 個性化 自然化
4.0 分析 組織化 分節化
3.0 応用 価値づけ 精密化
2.0 理解 反応 巧妙化
1.0 知識 受け入れ 模倣

認知的領域 情意的領域 精神運動的領域

出所：梶田（1977），110 頁，（2002），128 頁



126

松本　茂・山本裕子・橋場　論：アドミッション・ポリシーの現状と課題に関する考察

文単位に分ける。
　2）　1 文単位になった文章を意味内容ごとに分

ける。
　3）　1 文単位になった文章を意味内容ごとに分

かれたものを教育目標の内容をブルームら
（1990），梶田（1977，2002）にしたがって分
類する5。特に，本稿では，記述された AP
が入学希望者に具体的に何を求めているかを
明らかにするため，1 文を主語・主部を表す
content（内容）と，動詞・述部を表す form

（形態）として捉えた場合の form に着目して
（下記分析例で下線を施した箇所），それを基点
にして分析を行った（Krippendorff，訳書，
87-89 頁）。以下に分析の例を示す。

■分　析　例
　真剣に勉学に取り組む姿勢と基礎的な学力
を備え，言語・文学・歴史・思想・芸術・宗
教・生活文化・現代社会などの分野に関心が
あり，ヨーロッパ世界の文化および文化比較
に興味をもつ人を広く受け入れる。（武蔵大
学の AP 抜粋）

↓ 1）1 文単位に分ける
・真剣に勉学に取り組む姿勢と基礎的な学力を

備え
2）意味内容ごとに分ける
→真剣に勉学に取り組む姿勢を備え→ 3）
分類する→ 2. 向上目標⑤情意的領域
→基礎的な学力を備え→ 3）分類する→
1. 達成目標①認知的領域

・言語・文学・歴史・思想・芸術・宗教・生活
文化・現代社会などの分野に関心があり

　　→ 3）分類する→ 2. 向上目標②情意的領域
・ヨーロッパ世界の文化および文化比較に興味

をもつ
→ 3）分類する→ 2. 向上目標②情意的領域

Ⅴ　他大学におけるAPの分析結果

1　私立大学におけるAP

　表 2 は，現在策定されている AP を策定レベル
別にまとめたものである。私立大学（分析対象 36

大学）において AP が策定・公開されている大学
は，15 大学 42％であった。大学全体のレベル，
全学部，一部の学部のみを問わず何らかの AP が
策定されているのは，「AP 策定あり」に集計した。

「大学全体の AP」は大学全体で 1 つ策定されてい
る AP を指し，「全学部」は学部ごとに全てに策
定されている場合である。「一部の学部のみ」は，
一部のみ策定されている場合である。
　AP 記述内容のうち，求める学生像と選抜方法
の記述における関連箇所を教育評価の枠組みにし
たがって分類した結果は表 3 のとおりである。⑩　
その他は，「様々な適性，資質，能力」など，ど
の項目にも分類できない記述である。
　AP の記述内容の合計要素数（度数）は 253 で，
他に比べて顕著に多かった項目は，⑤　向上目標
の情意的領域（110，43％）と　②　達成目標の情意
的領域（58，23％）であった。1. ～ 3. のどの目標
類型においても精神領域の項目である　③，⑥，
⑨　はわずかであった。また，目標類型別の割合
をみると，「3. 体験目標」に関する記述が全体の
8％と最も低かったことから，AP の記述内容は，
体験などの経験に関する内容について書かれたも

表 2　私立大学におけるAP策定数と割合

AP 策定
あり

大学全体
の AP

全学部
一部（学
部・研究
科のみ）

策定数 15 5 8 12

％ 42％ 14％ 22％ 33％

表 3　私立大学におけるAPの分類結果（目標類型と目標領域）

1. 達成目標 2. 向上目標 3. 体験目標
⑩その他 合　計① 認知的

領域
② 情意的

領域
③ 精神運動

的領域
④ 認知的

領域
⑤ 情意的

領域
⑥ 精神運動

的領域
⑦ 認知的

領域
⑧ 情意的

領域
⑨ 精神運動

的領域

28 58 5 15 110 4 10 4 6 13 253

11％ 23％ 2％ 6％ 43％ 2％ 4％ 2％ 2％

合　計 36％ 合　計 51％ 合　計 8％ 5％ 100％
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のがわずかであることが推察される。また，いず
れの類型・領域にも分類できないほど抽象度が高
く，⑩　その他に該当する記述は，13 で全体の 5
％であった。
　この表 3 を各大学別に表現したものが，表 4 で
ある。項目の度数が 0（空白）のセルには，網掛
けを施した。
　以上のことより，私立大学全般について言えば，
AP 策定と web サイトにおける公開は進んでいる
とは言い難い状況である。また，策定・公開され
ている AP に関しては，「3. 体験目標」がわずか
であり，AP の内容自体は，認知・情意領域より
も，精神運動領域に関するものが少ないという傾
向が明らかになった。

2　国立大学におけるAP──九州大学の事例

　次に，国立大学における AP の策定事例として，
九州大学を取り上げる。九州大学においては，11
学部 23 学科 1 プログラムにおいて AP が策定さ
れている。本節においては，まず，九州大学にお
ける AP の具体的なイメージを把握するため，学
部レベルで策定されている AP を取り上げ概説す
る。そのうえで，九州大学の各学部・学科におけ
る AP を教育目標分類の枠組みに基づいて分析す
る。なお，AO 入試のみにより学生が募集される
21 世紀プログラムについては，その特殊性に鑑み，
分析の対象としていない。

2−1　九州大学法学部のAP
　表 5 は，九州大学法学部の AP において示され
ている各項目をそれぞれに分類したものである。
法学部の AP は，「前文」，「教育理念」，「教育プ
ログラム」，「求める学生像（求める能力・適性等）」，

「入学者選抜の基本方針（入学者要件，選抜方法，
選抜基準等）」によって構成されていた。学生の
受け入れ方針を示す AP であるが，学部の沿革や
教育目的・目標，さらには，教育内容に至るまで
詳細な説明がなされている。また，具体的な選抜
方法については，例えば，以下のような説明がな
されている。

　一般入試（後期日程）では，主要科目全
般の総合的な到達度を評価することに加え
て，柔軟な理解力，的確な分析能力，論理
的な表現能力等を測るために小論文（英文
を含む）を課しています。

　この説明から，各日程の試験において採用され
ている選抜方法と，大学が重視する具体的能力と
の関連を受験生に対して明示していることがわか
る。
　このように，九州大学法学部においては，大学
側の教育目的や具体的な教育内容に基づき試験に
おいて問う能力を，受験生に明確に伝えようとし
ている。そして，九州大学においては，ほとんど
の学部・学科が法学部と同様の構成要素からなる

表 4　各私立大学におけるAPの分類結果の詳細

1. 達成目標 2. 向上目標 3. 体験目標

No. 大学名 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 計

1 青山学院大学 2 1 3 6
3 関西大学 1 1 2
4 関西学院大学 4 5 1 3 7 2 1 8 31
5 北里大学 2 2 1 4 11 2 1 1 3 27
9 順天堂大学 1 1 6 1 9

11 成蹊大学 1 2 1 4
15 中央大学 1 9 6 29 45
19 東京女子大学 1 2 3
25 南山大学 1 1 4 1 1 8
28 文教大学 1 18 10 29
30 武蔵大学 12 12 21 1 2 1 3 52
31 明治学院大学 1 8 1 14 4 2 1 31
33 立命館アジア太平洋大学 1 1
35 龍谷大学 1 1 1 3
36 早稲田大学 1 1 2

計（15 大学） 28 58 5 15 110 4 10 4 6 13 253
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AP を策定・公開している。

2−2　九州大学のAP
　次に，九州大学の各学部・各学科の AP の内容
分析を行う。表 6 は，各学部・学科の AP のなか
で，　「求める学生像」に該当する記述を教育評価
の枠組みにしたがって分類したものである。
　他に比べて顕著に多かった項目は，⑤　向上目
標の情意的領域（72，32％）と　①　達成目標の認
知的領域（55，25％）で，どの目標類型において
も　③　精神領域に関する記述はわずかであった。
課題１において明らかとなった私立大学の傾向と
異なるのは，①　達成目標の認知的領域に関する
記述が多かったという点である。これは，九州大
学のいずれの学部も，高い学力を備えていること
を前提としていることを受験生に示していること
によるものである。
　また，3 つの目標類型別の割合をみると，「3.
体験目標」に関する記述が全体の 9％と最も低
かったことから，AP の記述内容は，体験など経
験に関する内容について書かれたものがあまりな
いことがわかる。この点は，私立大学と同様の傾

向である。
　なお，抽象的であるがために教育目標分類の枠
組みによる分類が不可能なものは全体でもわずか
であり（⑩　その他 18，8％），AP が具体的な評価
方針として機能しうる程度に明確であることがわ
かる。

3　小　　括

　ここまで本稿では，私立大学 36 大学と国立大
学の九州大学を対象として，各大学が策定・公開
している AP が，具体的な選抜方針として機能し
うる記述となっているか，AP が評価尺度の多元
性を確保しているのか，という 2 つの問いにした
がって分析を進めてきた。実際に策定・公開され
ていた私立 15 大学と九州大学の AP の内容分析
から明らかになったこととして，以下の 2 点が指
摘できる。
　まず，分析対象大学における AP は，具体的な
評価方針として機能しうる程度に明確な表現と
なっていることがわかった。私立 15 大学と九州
大学の AP については，教育目標分類の枠組みに
したがって分類することが不可能な抽象的表現は

表 5　九州大学法学部のAP構成要素

分　類 大項目 小項目 内　容

教育目的・教育目
標

前文 法学部の沿革・教育理念

教育理念 教育理念・目標 法学部の教育の目的や目標

育成する人材等 具体的な教育目標

教育内容・方法

教育プログラム 教育課程の特色・内容 学部の授業科目の特徴・教員の特徴

教育指導体制 各学年における教育内容の概要
教員・先輩による指導体制，学習施設

卒業要件および成績評価 卒業に必要な単位数・成績評価・学位

求める学生像 求める学生像（求める能力・
適性等）

大学で学ぶために必要な能力・適性

選抜方法
入学者選抜の基本方針

（入学要件，選抜方式，選抜
基準等）

必要とされる能力・適性とそれらを測るための
具体的な試験の方法

表 6　九州大学におけるAPの分類結果（目標類型と目標領域）

1. 達成目標 2. 向上目標 3. 体験目標
⑩その他 合　計① 認知的

領域
② 情意的

領域
③ 精神運動

的領域
④ 認知的

領域
⑤ 情意的

領域
⑥ 精神運動

的領域
⑦ 認知的

領域
⑧ 情意的

領域
⑨ 精神運動

的領域

55 28 2 28 72 0 9 11 0 18 223

25％ 13％ 1％ 13％ 32％ 0％ 4％ 5％ 0％

合　計 38％ 合　計 45％ 合　計 9％ 8％ 100％
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少数であった。
　次に，今回分析を行った大学の AP は，評価尺
度の多元性という点においては，多元的な尺度が
構成されているとは言えない。「情意的領域」，と
りわけ意欲や態度を重視しているケースが多く，

「精神運動的領域」について記述を全く行ってい
ない大学数は私立大学については半数ほど（7 大
学）にのぼる。さらに，３つの目標のうち，「体
験目標」に関する記述がほとんどなされていない
ことも明らかとなった。
　もちろん，各大学・各学部によって求める学生
像は異なっていて当然であり，その内容が 9 つの
領域に均等に分類される AP が必ずしも理想的だ
というわけではなく，各大学の教育目標に応じた
AP が設定されてしかるべきである。しかし，分
析対象に一定の制限を加えたとはいえ，それぞれ
に異なる特色をもつ大学が，共通して「情意的領
域」のみに秀でた学生を求めていることになり，
それが現状を正しく反映しているとは考えにくい。
実際，本稿において分析に用いた多元的な評価尺
度に基づく入試を展開させようとするならば，入
試の方法や出題内容の変更などが必要になり，多
大な労力とコストが必要となる。よって，各大学
が入試との関連を熟慮せず，意欲や態度といった
情意領域に焦点を当てた AP を暫定的に策定した
ものと推察できる。

Ⅵ　�本学における AP──本学経営学部の事
例を中心に

　これまでの分析を踏まえ，本節では，本学の
AP 策定の枠組みと記述内容を経営学部の事例を
中心に紹介・考察する。
　本学では，2008 年度末までに DP の記述を終え，
2009 年度当初に本学 web サイト等で公開した。
その経緯を踏まえ，本稿の筆者のうち 2 名が属
していた大学教育開発・支援センターでは， 
2009 年度 4 月にアドミッション・ポリシー検討
ワーキンググループを発足させ，本稿の第 1 筆者
が座長を務めることになった。
　また，大学当局も総長室が全学的なアドミッ
ション・ポリシー検討グループ（座長：白石典義
経営学部長）を 6 月に発足させ，本稿の筆者のう
ち 2 名もメンバーとして参画することとなった。

ほぼ時を同じくして，文部科学省からも AP 策定
を強く求める通知が届いた。
　アドミッション・ポリシー検討グループにおい
ては，まず，AP の定義を中央教育審議会編「用
語解説」『学士課程教育の構築に向けて（答申）』

（2008 年 12 月 24 日）を採用することを確認したう
えで，先に策定した DP の枠組みに沿って，AP
を記述することを決定した。そして，各学部に対
して，①　大学全体の AP 案を策定したうえで案へ
のフィードバックを依頼し，②　学部 AP 記述用の
共通テンプレートを配付し，③　経営学部と理学
部が他学部に先行して AP 案を記述し，これらを
記述例として提示した（文末の付属資料を参照）。

立教大学アドミッション・ポリシー
（学士課程教育）

　立教大学は，「立教大学の使命」「教育の理念」「教
育の目的」に賛同し，正課教育および正課外教育にお
いて積極的に学ぶ意志があり，学士課程を 4 年間で修
了するために必要な資質・能力を有する学生を求めて
います。多様な学生を迎え，互いの学び合いを促すこ
とを目指して，一般入試（個別学部・全学部），大学
入試センター試験利用入試，指定校推薦入学，関係校
推薦入学，自由選抜入試，アスリート選抜入試，帰国
生入試，外国人留学生入試，社会人入試といった様々
な入試種別を用意しています。

＜立教大学の使命＞
キリスト教に基づいて人格を陶

とう

冶
や

し，文化の進展に寄
与する。

＜教育の理念＞
大学の学士課程においては，建学の精神である「Pro 
Deo et Patria（神と国のために）」に基づき，「普遍的
なる真理を探求し」（Pro Deo），「私たちの世界，社会，
隣人のために」（Pro Patria）働くことのできる「専門
性に立つ教養人」を育成する。

＜教育の目的＞
「専門性に立つ教養人」を育成するために，以下のよ
うな 4 つの目的を掲げ，これらを統合した教育を実践
する。

〔知　識〕
専攻する学問領域の「知」の体系を批判的な検証をふ
まえたうえで理解し，専攻分野以外の学問領域に関し
て幅広い知識を習得することが可能な教育。

〔技　能〕
「知」を検証・獲得・活用するために必要な具体的な
スキルを習得することが可能な教育。とくに，学習お
よび生活の場面において，ICT ツール，日本語を含め
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た 3 つの言語なども用い，調べ，考え，まとめ，発表
し，議論することができるようになるための教育。

〔態　度〕
地球および地域社会の一市民として，高い公共性と倫
理性を持ち，異なる文化・性別・しょうがい等に対し
て自らに内在している偏見に気づいて修正しつつ，異
なる価値観を持った人たちと協働してプロジェクトを
遂行できるようになる教育。

〔体　験〕
インターンシップ，キャリア教育，ボランティア活動，
クラブ・サークル活動，正課外教育プログラム，と
いった様々な学習体験・社会体験ができる学習機会の
提供。

立教大学経営学部アドミッション・ポリシー

【教育目的】
価値観が多様化し，急変する現代社会において，明確
なビジョンと高潔さを有し，持続可能な社会の構築に
向けて，経営学に関する専門知識を生かしつつリー
ダーシップを発揮する人材を育成します。

【教育活動】
　〔教育内容〕
　中核となるカリキュラムと教育目的
　　学部共通

「基礎演習」を通してリーダーシップの基礎を，
「経営学を学ぶ」（2010 年度からは「経営学入門」
「経営学基礎」）を通して経営学の基礎を学びます。
「グッドビジネス・イニシアティブ（GBI）」の関
連科目を通してビジネスと社会との関わりや新し
い企業像について学びます。
また，全学共通カリキュラムで開講されている多
様な科目を履修し，専門分野の枠を超えた幅広い
知識と教養を身につけるとともに，外国語（英語
に加えてもう 1 言語）運用能力と情報処理能力を
身につけます。

　　経営学科
ビジネス・リーダーシップ・プログラム（BLP）
の関連科目を通して，リーダーシップを涵養しま
す。
国際経営学科
バイリンガル・ビジネスリーダー・プログラム

（BBL）の関連科目を通して，英語で経営学を学
ぶことができるレベルの英語コミュニケーション
力を育成します。
専門分野
両学科の学生とも「マーケティング」「アカウン
ティング＆フィナンス」「組織と人材」「コミュニ
ケーション」「国際経営」の 5 分野（2012 年度か
らは「マーケティング」「会計＆ファイナンス」

「マネジメント」「コミュニケーション」）につい
て幅広く，かつ系統立てて学ぶことができます。

なお，国際経営学科の専門科目の 70％は英語で
講義される科目です。

〔指導体制〕
○アカデミックアドバイザー（担任）制を導入して

おり，学業や大学生活について常時相談できます。
○ GPA（Grade Point Average）制度を運用しており，

成績優秀者を表彰するとともに，成績不良者への
助言を行っています。交換留学候補者を選出する
際にも GPA を活用しています。

○「基礎演習」は約 20 名，「演習（ゼミ）」は約 15
名，BBL 関連科目は 25 名以下など，少人数で展
開する授業科目が多いことが特徴です。

○ 2 年次から専門分野の「演習（ゼミ）」を履修で
き，4 年次には卒業論文の執筆を選択できます。

○「企業人セミナー」「国内インターンシップ」など，
企業の方々との交流を通して経営全般について学
ぶことができます。

○英語で開講される科目については，数多くの留学
生とともに学習できます。

○優秀な上級生をスチューデント・アシスタント
（SA），大学院生をティーチング・アシスタント
（TA）として活用し，一人ひとりの学生に指導が
行き届くように心がけています。

○学部内評価委員会，外部評価委員会を定期的に開
催し，指導の在り方についてフィードバックをい
ただき，指導法の改善に努めています。

○ BBL は，文部科学省から平成 16 ～ 19 年度に現
代 GP，平成 20 ～ 22 年度に教育 GP に選定され
ています。BLP は平成 20 ～ 22 年度に教育 GP に
選定されています。

〔指導法〕
○実践的な課題について，少人数でのグループワー

ク，プレゼンテーションなど行うなど，学生主体
のプロジェクト活動を導入しています。これらの
科目では活動を振り返る省察を重視しています。

○数多くの授業科目において，筆記試験だけでなく，
プレゼンテーション，レポートなど様々な要素を
評価に取り入れています。

○外部のビジネス・コンテスト等に参加することを
授業の目的の一部としている科目もあります。

【入学者に求める知識・技能・態度・体験】
本学部の教育目的に賛同し，以下のような知識・技
能・態度・体験を有する入学生を前提として，学部教
育を展開します。

〔知識〕
　高等学校の卒業に必要な単位を修得済みか，修得す

る見込みであり，経営学を学ぶうえで必要となるレ
ベルの日本語（国語）の力を有している必要があり
ます。これに加え，「日本史」「世界史」または「数
学」のいずれかについて秀でた力があることが望ま
れます。

〔技能〕
　コンピュータの基本ソフトをある程度操作できるこ
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とが望まれます。英語に関しては，両学科ともセン
ター入試において少なくとも 80％以上の正答率を
獲得できる程度の英語力があることが望まれます。
国際経営学科に入学を希望される方は，少なくとも
GTEC for STUDENTS 600 点以上，TOEIC 500 点以
上，実用英語技能検定 2 級のいずれかを取得してい
ることが望まれます。

〔態度〕
　異なる文化・性別・しょうがい等に対しての偏見が

少なく，様々な文化背景・生活体験を有する人たち
と良好な人間関係を構築し，協働的に作業ができる
素地があることが望まれます。また，経営学あるい
はリーダーシップ教育に関する興味・関心があり，
学問的に探求する志を有していることが必要です。

〔体験〕
　これまでの生活においてグループ・ワークを数多く

体験していることが望まれます。高等学校における
生徒会活動，クラブ活動，行事実行委員会活動など
を経験するだけでなく，学校外の地域活動やボラン
ティア活動を体験しているとさらによいでしょう。
国際経営学科の場合でも，海外への渡航歴はなくて
も問題ありませんが，学外における英語活動（例：
英語ディベート大会，英語スピーチ大会）に積極的
に出場した経験があることが望まれます。

【入学前学習】
本学の REO（Rikkyo English Online）を活用して英
語の学習に取り組むとともに，経営学部推薦図書リス
ト（指定校推薦入学・関係校推薦入学・アスリート選
抜入試・自由選抜入試・帰国生入試合格者に送付）か
ら読みたい本を選んで読むことをお奨めします（とく
にレポートを提出する必要はありません）。

　本学の AP は，2010 年度に web サイトで公開
予定である。立教大学の AP は，大学全体の記述
に関しては DP の概要を示し，各学部の AP につ
いては，アドミッション・ポリシー検討ワーキン
ググループによって提示された統一のテンプレー
トに則って，本稿で分析の拠り所とした 3 つの目
標を意識した記述をするといった関係性になって
いる。しかし，目標の下位項目である 3 つの領域
を明確に意識して記述する段階には至っていない
ため，その点は今後の課題としたい。
　学部の AP の記述は，経営学部の例をとれば，
DP の項目と連動していること，他大学が十分に
記述していない学習体験についても意識的に記述
を行っていること，そして「認知的領域」におい
ても，期待される学力の領域とレベルが明示され
ていることなどが特徴である。なお，一般入試と
AP の関係の対応関係などについては，来年度以

降の課題としている（文末の付属資料を参照）。

Ⅶ　ま　と　め

　本稿では，主に「本学に先んじて策定・公開さ
れている他大学の AP は入試の具体的な選抜方針
となりうる記述内容であるのか」，「学生の能力を
多元的に測るための尺度が示されているのか」と
いう２つの問いに答えるために，36 の私立大学
と国立大学の九州大学を対象として分析を行った。
そして，すでに策定・公開している 15 大学（64

％）の AP を，ブルームら（1990）と梶田（1977，
2002，80-82 頁）の教育評価の枠組みを援用し，
その記述内容を目標類型と目標領域に分類した。
　その結果，分析対象とした大学における AP は，
教育目標分類の枠組みにしたがって分類すること
が不可能な抽象的表現は少なく，具体的な評価方
針として機能しうる程度に明確な表現となってい
ることがわかった。また，「認知的領域」以上に

「情意的領域」の意欲や態度を重視しているケー
スが多く，「精神運動的領域」については全く記
述のない大学も多いことがわかった。さらに目標
に関しては「体験目標」を記述していないケース
がほとんどなど，評価尺度の多元性という点にお
いては，不十分であることがわかった。
　各大学・各学部によって求める学生像は異なり，
本稿で採用した 9 つの領域に均等に分類される
AP が必ずしも理想的とは言えない。しかし，「情
意的領域」以外の領域の記述，とりわけ「体験目
標」に関して再検討されるべきであろう。
　分析結果によれば，「認知的領域」以上に「情
意的領域」に関する記述が多くを占めていた。他
方で，現在の日本の大学においては，依然として

「認知的領域」のみを測る学力入試を経て入学し
ている学生が入学定員の半数以上を占めており，
本稿において分析対象とした大学においても，

「情意的領域」に特化した入試を展開していると
は考えにくい。このような状況に対して，一般入
試における出題の形式や内容と AP の関係が問わ
れるべきであり，入試種別ごとの入学者の割合を
含めて再検討が必要であろう。
　さらに，「V−3．小括」で述べたように，各大
学において多様な評価方法と多元的な評価尺度に
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基づく入試を展開していくためには，多大な労力
とコストが必要となる。そのためには，大学全体
の入試を計画，組織するアドミッションズ・オ
フィスの確立なども視野に入れていく必要がある。
しかし，これらについて検討することは本稿の目
的の範囲を超えるため，別稿に譲ることにしたい。

注　　　　　　　　　　　
1　大学入試三原則は，1971 年に文部省が全国の国公私立

大学に対して通知した『1972 年度大学入学者選抜実施
要項』において示された大学入試の基本的な方針であり，
具体的には，大学教育を受けるにふさわしい能力・適性
を測る「能力・適性の原則」，その際に公正かつ妥当な
方法により選抜する「公正・妥当の原則」，さらに，選
抜が高校の教育を乱すことがないようにする「高校教
育尊重の原則」からなる。大学入試三原則それ自体は
1971 年に初めて示されたものであるが，すでに 1969 年
の中教審答申「わが国の教育発展の分析評価と今後の課
題」が，それ以前の大学入試改革を「常に『公平性の確
保』『適切な能力の判定』『下級学校への悪影響の排除』
という原則のいずれに重きをおくべきかという試行錯誤
の繰り返し」と評しているように，こうした原則は戦後
から大学入試制度を支える理念として存在していた。

2　例えば，戦前に実施されていた口頭試問が戦後から廃
止され，戦後導入された進学適性検査もまた，信憑性に
欠けるという理由から戦後間もなく廃止された。

3　推薦入試を利用した大学数と入学者数は以下のとおり。

年　度
2000 2001

大学数 入学者 大学数 入学者

国　立 86 10,392 86 11,204
公　立 58 3,570 64 3,956
私　立 468 174,121 486 183,472

年　度
2002 2003

大学数 入学者 大学数 入学者

国　立 86 11,495 84 11,470
公　立 66 4,288 69 4,504
私　立 502 188,013 515 189,550

年　度
2004 2005

大学数 入学者 大学数 入学者

国　立 75 11,199 75 11,527
公　立 69 4,749 68 5,088
私　立 528 188,794 535 190,871

年　度
2006 2007

大学数 入学者 大学数 入学者

国　立 72 11,770 72 12,235
公　立 68 5,540 70 5,665
私　立 545 194,150 553 198,143

出所：文部科学省ホームページを参照し，筆者が作成。http: 
//www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/siryo/
08030317/002/001/007.pdf（参照日：2009 年 12 月 14 日）

　AO 入試を利用した大学数と入学者数は以下のとおり。

年　度
2000 2001

大学数 入学者 大学数 入学者

国　立 3 318 5 521
公　立 1 26 3 57
私　立 71 7,773 199 15,308

年　度
2002 2003

大学数 入学者 大学数 入学者

国　立 17 978 22 1,201
公　立 4 49 7 53
私　立 316 20,460 346 23,956

年　度
2004 2005

大学数 入学者 大学数 入学者

国　立 22 1,270 25 1,467
公　立 7 93 12 226
私　立 346 27,624 364 31,373

年　度
2006 2007

大学数 入学者 大学数 入学者

国　立 30 2,098 35 2,284
公　立 15 320 17 364
私　立 380 32,971 402 39,225

出所：文部科学省ホームページを参照し，筆者が作成。http: 
//www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/siryo/
08030317/002/001/006.pdf（参照日：2009 年 12 月 14 日）

4　なお，多様な入試の導入は，こうした大学入試三原則
の解釈が変化したことのみによるものではなく，18 歳
人口が減少するなかで学生を確保しなければならないと
いう，少子化時代における大学経営上の必要性が動因と
なっていたことは指摘しておく必要もあろう。

5　なお，本稿での分析は，ブルーム・タキソノミーの認
知領域を改訂した「改訂版タキソノミー」ではなく，ブ
ルーム・タキソノミーの分類手順にしたがっている。

「改訂版タキソノミー」では，教育目標を「知識次元
（knowledge dimension）」と「認知過程次元（cognitive 
process dimension）」（タイラーの言う「内容的局面

（content aspect）と行動的局面（behavioral aspect）」）
に分けて分析することで，目標の記述内容をより明確化
しようと試みるものである（石井，2003，2004，172- 
175 頁，2005）。
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付 属 資 料

▼学部AP＜記入用テンプレート＞

○○学部アドミッション・ポリシー

【教育目的】

【教育活動】
〔教育内容〕

〔指導体制〕

〔指導法〕

【入学者に求める知識・技能・態度・体験】
〔知識〕

〔技能〕

〔態度〕

〔体験〕

【入学前学習】

▼学部アドミッション・ポリシー記述方針

学部アドミッション・ポリシー記述方針

【各学部が記述すべき事項】
（１）　教育目的
　　学士課程教育を記述した際の文章を引用する。

（２）　教育活動
　「教育目的」に掲げた人材がどのような過程を経て育成されるかについて説明する。具体的には，１）当該
学部・学科・専修の中核となる科目群，系統立てて履修できる専門分野科目の「教育内容」，２）主にどのよ
うな「指導体制」（例：授業規模，SF 比，専任比率，TA/SA の活用，FD，外部評価）をとっているのか，３）
主にどのような「指導法」（例：グループワーク中心）を導入しているか，について記述する。

（３）　入学者に求める知識・技能・態度・体験
　立教大学の学士課程教育の理念と目的を受け入れ，当該学部の教育目的に賛同していること，さらに特別な
学習支援を受けずに 4 年間で卒業できるために必要となる最低限の知識・技能・態度・体験を記述する。とく
に，必修科目（各学科の必修科目と言語科目）が想定している最低限の知識・技能・態度・体験をできるだけ



135

立教ビジネスレビュー　第 3号（2010）　122-135

具体的に記述する。
　あわせて，高等学校で履修しておくべき科目と修得最低単位数を可能であれば明記する（むずかしい場合は
来年以降の検討事項とする）。

（４）　入学前学習（HP に掲載するかどうかは要検討）
　入学手続きをとった合格者に対し，入学までに取り組むべき課題（例：REO，課題図書，課題プロジェク
ト）とフィードバックの方法などを明記する。

【字数】
　HP に掲載することを考慮して，A4 サイズ 2 枚程度とする。
【記載上の注意事項】
（１）　「立教大学・学士課程教育の目的」に掲げた４項目（知識・技能・態度・体験）の記述との一貫性が保た

れるように記述すること。
（２）　各学部が掲げた「学習成果」と「学習環境」の記述との一貫性が保たれるように記述すること。
（３）　「受験生に求める知識・技能・態度・体験」については，各種入学試験（高校側の提出資料を含む）に

よって，ある程度測定可能なことを記述すること。
【来年度検討すべき事項】
（１）　入学者選抜の基本方針

　入試種別ごとに実施する目的・入学予定者の割合，各試験における内容（例：試験科目，小論文，面接）と
選抜の観点（規準）などを記述する。
　1）関係校推薦
　2）指定校推薦
　3）アスリート選抜
　4）自由選抜
　5）帰国生
　6） 外国人（筆記および面接）・外国人（書類選考）
　8）社会人
　9）センター（３教科）・センター（４教科）

　10）一般（全学部日程）・一般（個別学部日程）
（２）　入試種別ごとの入学者の割合の見直し
（３）　 関係校や指定校の入学定員数の見直しと教育連携の在り方の検討
（４）　 指定校の見直し，および指定校被推薦条件の見直し（例：評点平均以外の要素を加える，対象となる学校

の種別・レベルに応じて条件を変える）
（５）　 帰国生・外国人入試，自由選抜入試における最低限の英語力必須の検討
（６）　 一般入試の作問・採点の方針，問題の質と量の見直し


